
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 

 

 

(1) 政策評価の実施結果 

 

 
 
 
 

社会名 達

成 

概ね

達成 

未達

成 
計 

概ね達
成以上
の割合 

Ⅰ 環境共生社会 4 7 3 14 78.6% 

Ⅱ 快適安心社会 1 12 4 17 76.5% 

Ⅲ 産業経済社会 2 11 11 24 54.2% 

Ⅳ 交流連携社会 1 6 4 11 63.6% 

Ⅴ 個性参画社会 1 5 2 8 75.0% 

全  体 9 41 24 74 67.6% 

 

 
 
 

(2) 予算への反映状況 

平成１９年度６月補正後予算への反映件数（カッコ内は前年度） 区   分 

新規事業の創設 既存事業の拡充 制度拡充等 
その他(既存事

業の改善等) 
計 

項 目 数 51（42） 19（35） 9（ 5） 102（55） 181（137） 

Ⅰ環境共生 9（ 4） 1（ 7） 1（ 2） 22（ 8） 33（ 21） 

Ⅱ快適安心 14（ 9） 4（10） 7（ 2） 22（ 9） 47（ 30） 

Ⅲ産業経済 20（25） 7（10） 1（ 1） 34（16） 62（ 52） 

Ⅳ交流連携 4（ 3） 3（ 1） 0（ 0） 14（10） 21（ 14） 

社
会
別
内
訳 

Ⅴ個性参画 4（ 1） 4（ 7） 0（ 0） 10（12） 18（ 20） 

 
 
 

○「政策等の評価に関する条例」に基づき、県が実施した４つの評価の予算への反映状況をとりまとめたもの。
○今般の６月補正を含む平成19年度予算全体にどう反映されているのか、本年２月に公表した当初予算への反
映状況を更新する形でとりまとめたもの。 

１ 政策評価の反映状況 

○政策の基本となる７８の分野において、全体の３分の２が前期の目標水準を概ね達成し 
たと認められることから、一部に進度の芳しくない分野があるものの、総じて総合計画 
は着実に推進されている。 

政  策  評  価  結  果  等  の 

平成19年度予算（６月補正後）への反映状況(ポイント) 

※政策評価は平成13年度から実施 

達  成 

９分野（12.2％） 

概ね達成 

41分野（55.4％）

未 達 成 

24分野（32.4％）

概ね達成以上 

50分野（67.6％）

※ 指標が設定されていないことなどから、達成状況の判断を行っていない分野が４分野あるもの。



                       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ※「廃止・縮減等の事業数」は、事業完了や期限到来により終了した事業を除く 

 

〈（参考）廃止・縮減等の事業数・額の推移〉 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〈主な見直しの内容（一般財源の縮減額が多いもの）〉※H19当初予算時点と変更なし 

ア 廃止・休止 

事業名 所管部局 廃止(休止)の理由 
一般財源廃止・

縮減額（千円） 

岩手県林業公社事業資

金貸付金 農林水産部 実施主体の解散により貸付金を廃止するもの。 ９４５，６１２ 

産業教育設備整備費（産

業教育近代化推進事業） 
教育委員会 

産業教育設備整備費（産業教育設備整備事業）に統

合のため。 
９２，７７０ 

 
イ 縮減 

事業名 所管部局 見直しの内容 
一般財源廃止・

縮減額（千円） 

岩手県社会福祉事業団

自立化支援事業費補助 
保健福祉部 

H18から県立社会福祉施設を事業団に移管したこと

により、補助の枠組みを変更。自主的な経営を確立す

るまでの期間（概ね10年）の補助とし、補助額につい

ては事業団の経営改善による削減を継続実施。 

１３０，１２５ 

外国青年招致事業費（外

国語指導助手(ALT)招致

事業） 

教育委員会 指導助手の配置を見直したため。 ３２，１５６ 

 

 

区分 事業数 

構成

比 

(％) 

廃止・縮

減等の事

業数 

 

廃止・縮減等 

の額 

（百万円） 

う ち 一 般 財

源・県債 

継 続 ６９４ 81.8 － － － 

縮 減 ５２ 6.1 ５２ ５００ ３６８ 

廃 止・休 止 ５７ 6.7 ５７ ６，４０３ ２，０３０ 

終 了（期限到来） ４６ 5.4 － － － 

計 ８４９ 100 １０９ ６，９０３ ２，３９８ 

２ 事務事業評価の反映状況 

○ 「廃止・休止」及び「縮減」は１０９事業 
○ 一般財源の廃止・縮減額は２３億９千８百万円 

※事務事業評価は平成９年度から実施 

729

2,398
3,091

392

2,261
1,597

195

10993

229

33

116

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

H14 H15 H16 H17 H18 H19

0

50

100

150

200

250

廃止・縮減額

廃止・縮減事業数

事業数 

廃止・縮減額（百万円） 

（一般財源） 



 
 

※公共事業評価は平成10年度から実施 

大規模事業評価は平成15年度から実施
３ 公共事業評価・大規模事業評価の反映状況

 
 

◇ 災害に強い県土づくりの促進 

◇ 港湾と内陸を結ぶ物流支援道路や一次産業、観光振興を支援する交通ネットワーク

への重点投資 

◇ 農林漁業「担い手育成ビジョン」で位置づけた経営体への集中的な支援 

◇ 事業地区 Ｈ１８：６９５地区 ⇒ Ｈ１９現計：５８４地区（▲１１１地区） 

   

投資効果の早期発現につながる事業地区の厳選と重点投資 

 

 

◇ 総事業費５０億円以上の大規模公共事業１地区を含む公共事業１３地区について、 

岩手県政策評価委員会の意見を踏まえ、「継続」「休止」を決定 

 

長期にわたる事業は、専門委員会で審議のうえ「継続」「休止」を決定 

 

▼評価実施地区数とＨ１９現計事業実施地区数▼ 

※（ ）内は「大規模公共事業」の地区数で内数 

※〔 〕内は平成１８年度２月補正予算で対応することとした新規地区数で内数 

事前評価 継続評価・再評価 合 計 

Ｈ19予算への反映状況 Ｈ19予算への反映状況 評 価 
実 施 
地区数 

Ａ 

新規着手 
① 

不採択 
 

評価実施 
地区数 

 
Ｂ 

事業継続 
② 

一時休工 
 

評 価 
実 施 
地区数 
Ａ＋Ｂ 

Ｈ19事業
実 施 
地区数 
①＋② 

(０) 
 

１１４ 

(０) 
〔６〕 
９６ 

(０) 
 

１８ 

(４２) 
 

５１７ 

(３８) 
 

４８８ 

(４) 
 

２９ 

(４２) 
 

６３１ 

(３８) 
〔６〕 
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▼公共事業地区数の推移（大規模公共事業を含む）▼ 
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【参考】 
政 策 評 価 シ ス テ ム の 概 要 

 
事  業  評  価 

区分 政策評価 
事務事業評価 公共事業評価 大規模事業評価 

評価の
対象 

総合計画に掲げる

分野(78) 等 

公共事業評価と大

規模事業評価の対

象を除く全ての事

務事業 

道路、河川、農業農村整備

等の公共事業 

公共事業 

・総事業費50億円以上の事業 

施設整備事業 

・総事業費25億円以上の事業 

・準ずる事業で知事が必要と

認めるもの 

評価の
単位 

総合計画の分野ご

との評価 

予算事業ごとの評

価 
施行箇所ごとの評価 施行箇所ごとの評価 

評価の
種類 

分野評価 事後評価 事前評価、継続評価、 

再評価、事後評価※ 

・公共事業は同左 

・施設整備事業は 

事前評価 

事後評価※ 

評価の
目的 

・総合計画の進行管

理 

・施策の重点化 

事務事業の見直し

による効果的、効率

的な事業の推進 

(ｽｸﾗｯﾌﾟ･ｱﾝﾄﾞ･ﾋﾞﾙ

ﾄﾞ) 

・公共事業の一層の効率

化、重点化 

・事業の効果的、効率的な推

進 

・より透明性、客観性の高い

評価の確保 

・第三者委員会による、より

詳細な審議 

評価の
主体 

・各部局が自己評価 ・各部局が自己評価 ・各部局が自己評価 ・各部局が自己評価 

評価の
方法 

主要な指標(228)の

達成状況を基本と

し、県民意識調査や

各種統計資料、社会

経済情勢等も踏ま

えた上で、目指して

いた状況にどれだ

け近づいたかとい

う視点から総合的

に評価 

事業目標の達成状

況、事業の｢有効性｣

｢効率性｣｢必要性｣

の観点から評価 

箇所ごとに、｢必要性｣｢重

要性｣｢緊急性｣｢効率性｣

（費用便益比を含む。）｢熟

度｣のほか、社会経済情勢

や環境の観点から評価 

箇所ごとに 

①事前評価：2段階評価 

・基本構想作成後における必

要性等の検証 

・基本設計後における規模、

費用等の検証 

②継続評価、再評価 

・公共事業評価の手法を基本

として詳細に評価 

外部意
見の反
映 

政策評価専門委員

会で、評価の手法等

について審議 

政策評価専門委員

会で、評価の手法等

について審議 

公共事業評価専門委員会

で、評価の手法や個別案件

（再評価など）について審

議 

大規模事業評価専門委員会

で、評価の手法や個別案件（事

前評価、再評価）について審

議 

※ 公共事業評価、大規模事業評価の事後評価については、評価手法が確立していないことから、当面、試行として

実施。 
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